
生駒経済論叢 第4巻 第3号2007年3月

地域間格差と公共投資

仲 林 真 子

概要 本稿では地域間格差の実態について分析 し,そ の是正 のために公共投資が果たす役割

について検討す る。まず県 内総生産,民 間資本,社 会資本の1人 当た りの水準 を1975年 と

2003年 について比較する。次に1975年 か ら2003年 の期間のそれぞれの格差 の推移を示 し,分

析する。 さらに民間資本 と社会資本を生産要素 として含む都道府県別 の生産関数を推計 し,

生産力効果 と限界生産力を示 し,公 共投資のあ り方 について考える。

推計の結果,所 得格差は2000年 以降やや増加傾向にあ り,民 間資本 の格差は縮小,逆 に社

会資本の格差 は拡大 している。 また民間資本 と社会資本の貢献度を示すパラメーターはそれ

ぞれ0.34,0.23で ある。
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Abstract In this paper the actual condition of regional gaps is analyzed, and the 

role which public investment plays for its correction is examined. First the per cap-

ita level of the gross product, private capital, and social capital within prefectures 

will be compared for 1975 and 2003. Next, the transition of each gap for the period 

in 1975 to 2003 is shown and analyzed. In addition, the production function accord-

ing to all prefectures which contain a private capital and social capital as factors of 

production is estimated, the productivity effect and marginal products are shown, 

and the state of public investment is considered. 

 It has been estimated that income differential increased a little in 2000 and after-

wards, private capital gap reduced and social capital gap expanded. The contribu-

tion parameters are 0.34 for private capital and 0.23 for social capital.
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1.は じ め に

「歳 出削減」,「地方分権」,「民営化」,「格差社会」等 々。小泉政権 で推進 された政策 の

キー ワー ドは枚挙 にいとまがないが,時 にスローガ ンのみが先行 し,実 際にはそれほどで

もない ことが強調 されす ぎた り,反 対 にその重要性が軽 ん じられた りしてはいないだろう

か。特 に 日本 が 「格差社会」であるか否かにつ いては,盛 んに議論 されているが,何 に注

目して格差を論 じるか,そ もそ も格差 とは何 か等,問 題 の捉え方 によ って も意見 が分かれ

るところである。少な くともいたず らに煽 られて危機感 を持つのは危険である。

「歳出削減」につ いては,小 泉政権 が公共投資を削減 しつつ景気回復 をはか った点 につい

ては一定の評価を得ているが,一 方で都市部以外 の地方 の社会資本整備の遅れが,重 大な

問題 となっている。「民間でで きることを民営化す る」のは政府 の歳 出削減には効果があ る

か もしれないが,公 共財 の供給 とい う点か らは望 ま しくない場合 もあるか もしれない。実

際,「 地 方分権」 どころか 「財政破綻」 に追い込 まれる 自治体 も出は じめ,そ の ような 自

治体 は今後 さ らに増加 す るのではないか と危惧 されている。今後少子高齢化が進み,政

府,地 方 自治体 ともに財源確保が困難 になる と予想 される今 日,公 共投資の地域別の配分

について検討す ることは,重 要な課題である。

このような問題意識 の もとで,本 稿ではまず,所 得,民 間資本,社 会資本の都道府県別

の格差 について検討 し,次 に,都 道府県別 の生産 関数の推計か ら,公 共投資のあ り方につ

いて考え る。

生産関数 の推計 に関す る先行研究 として,代 表的なのがAschauer(1989)で ある。As-

chauer(1989)は,新 古典派の観点か ら公共投資の クラウディング ・アウ ト効果 とクラウ

デ ィング ・イ ン効果 につ いて推計 し,非 軍事公共投資は民間投資をクラウ ド・アウ トする

一方
,民 間投資 の限界生産 力を高め ることを示 した。 また2つ の効果 が相殺 しあ った結

果,長 期的には生産力効果は増加す ることを示 した。また 日本 の生産関数 について推計 し

た もの と して は,浅 子他(1994)が 先駆 的で あり,そ の後の研究に大 きな影響を与えた。

土居(1998)は 公表 されているデータのみを用いて,三 公社五現業が民営化 された際のデー

タの不突合 に関す る調整や,阪 神淡路大震災の影響を考慮 した民間資本ス トックと社会資

本 ス トックのデータを独 自に作成 し,浅 子他(1994)で 課題 とされていた問題の解消を試

みている。 それに対 し遠藤(2002)は,土 居(1998)に おいて三公社五現業の民営化後 の

データを社会資本 と して計算 しているのに対 し,民 営化前のデータを民間資本 として とら
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えなお し計算 している。 また後藤(2004)は,分 野別 の社会資本を生産要素 として含 む生

産関数を推計 してい る。

本稿では次章以降,い くつかの先行研究 に したがい,所 得 や各資本 データの標準偏差 を

平均で割 ったものを格差の指標 として用いて,地 域間格差の推移 について分析 をす る。 ま

た生産関数 については,土 居(1998)で 示 された民間資本 ス トックと社会資本ス トックの

データを用 いて都道府県別 に推計 し,望 ま しい公共投資のあ り方を考 え る。

2.地 域 間 格 差

本節では1975年 か ら2003年 の所得,民 間資本,社 会資本 の各データか ら都道府県別の1

人当た り水準 を求め,石 川(2000)に したがい地域 間格差 の指標 として,各 データの標準

偏差 を平均 で割 った ものを用いて比較検討する。 ここで,所 得は県 内総生産(県 民経済計

算年報),民 間資本 と社会資本 については土井(1998)で 示 された もの,1人 当た り水準

は県内就業者(県 民経済計算年報)で 除 しているω。

2.1.都 道府県別の所得格差

いわゆる 「格差社会」 が意味す るところは 「所得格差」であると思 われ る。 ここでは県

内総生産を都道府県別の所得の指標 とし,県 内就業者数で割 った1人 当た り県 内総生産を

比較 し,所 得格差について分析 する(2)。

図表1の よ うに1人 当た り県内総生産 は1975年 より2003年 のほうが どの都道府県 におい

て も増加 している(3)。1975年は高い順 に東京(572万 円),神 奈川(527万 円),大 阪(507万

円)と な っているが,2003年 になると,1位 東京(1,006万 円)は 変 わ りないが,以 下大阪

(895万 円),滋 賀(892万 円)と な っている。 また1人 当た り県 内総生産 が低い都道府県 は

1975年 は鹿児 島(303万 円),島 根(314万 円),長 野(321万 円),2003年 は高知(557万 円),

宮崎(581万 円),鹿 児島(588万 円)と な っている。一般的 に所得 は,都 市 とその周辺部

で高 く,大 都市か ら離れた地方 ほ ど低い といわれてい るが,こ の結果か らもそれは確認で

きる。注 目すべ きは,1975年 には低 い水準だ った長野が2003年 には666万 円とな り,低 いほ

うか ら15番 目に上昇 している。 これは高速道路 や交通機関の整備が進んだ ことで東京への

(1)デ ータについての詳細は4章 後の補論を参照 されたい。

(2)デ ータの不足がある福島,埼 玉,富 山,兵 庫,岡 山,沖 縄の各県 は計測か ら除いている。

(3)県 内総生産の値 は90年 暦年価格基準の実質値である。
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通勤が可能 にな り,都 市周辺部 に組 み込 まれた ことによると考え られ る。

次 に,1人 当た り県内総生産 の格差 は図表2の よ うになっている。

都道府県別の所得格差 は,1970年 代半 ばか ら1980年 代半ばは,ほ ぼ横ばい,1980年 代後

半 か らのバ ブル期 にやや拡大 し,バ ブル崩壊後 の1990年 代 は縮小傾 向にある。 しか し,

2000年 以降かすかに拡大 しているが,1975年 か らバ ブル期頃ほど格差が大きいわけではな

い。 また2000年 以降急激 に拡大 していることもない。

2.2.都 道府県別 の民間資本の格差

都道府県別の民間資本 ス トック額 を県内就業者で割 った,
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示 した もの が 図表3で あ る。1975年 に は愛知(673万 円),山 口(649万 円),千 葉(619万

円),2003年 には愛知(2,534万 円),東 京(2,431万 円),山 口(2,305万 円)の 順 にな ってい る。

また 図表4か ら,民 間資 本 の格 差 はオ イル シ ョ ック後 の約30年 間,一 貫 して縮 小 して き

て い る。

2.3.都 道府県別の社会資本の格差

都道府県別の社会資本 ス トック額を県 内就業者で割 った,1人 当た り社会資本の水準を

示 した ものが図表5で ある。1975年 には北海道(476万 円),福 井(380万 円),滋 賀(375

万円),2003年 には島根(1,794万 円),北 海道(1,788万 円),高 知(1,524万 円)の 順 にな っ

てい る。前節の1人 当た り民間資本 と比較 すると,相 対的に1人 当た り民 間資本額が低 い

都道府県の1人 当た り社会資本が高い水準を とる傾 向があることがわかる。

また図表6か ら,社 会資本 の格差 は拡大 して お り,民 間資本の格差 とは反対 の結果 と

なっている。
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図表5

図表6

3.都 道府 県別 の生産 関数の推計

本章では,公 共投資が各都道府県の生産活動 に効果 を持つか どうかにつ いて分析す るた

め,時 系列 デ ー タ に クロ スセ ク シ ョンデ ー タを プ ール したパ ネル デー タを用 いて,都 道 府

県別の生産関数 を推計す る。推定期間 は1975年 か ら2003年 までの29年 間 とす る。多 くの先

行研究に したがい,生 産関数は次式の ような コブ ・ダグラス型を想定す るω。

logY=α+βlogL、+γlogK+δlogG

上 式 に β+γ+δ=1と い う係数 間制 約 を課 す と(5),具 体 的 な推計 式 は次 の(1>式 の よ う に

(4)生 産関数をコブ ・ダグラス型 にす ることについては,代 替の弾力性 に関する仮定への批判 もあ

るが,そ の仮定を緩和 した トラ ンス ・ログ型の生産関数 は推定す るパ ラメーターの数が多 いため

自由度不足 になる可能性がある。本稿においては仮定の厳 しさを認識 した上で,多 くの先行研究

で採用 されているコブ ・ダグラス型生産関数を推計することとす る。

(5)係 数制約がないケースは推計結果が悪いため,係 数制約があるケースのみを採用す る。
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なる。

10gY-logL=α 十γ(logK-logL)十 δ(logG-logL)(1)

ここで,Y,L,K,Gは それぞれ県 内総生産,労 働力(県 内就業者 ×年 間労働時間),

民間資本ス トック,社 会資本ス トックを表 し,α は都道府県 ごとの個別のパ ラメーター,

β,γ,δ はそれぞれの生産要素 に対す る生産弾力性である。 この(1)式を各都道府県別 に

推計 した結果が図表7に 示 されている(6)。

生産弾力性を表 す γと δは,民 間資本 または社会資本 の1%の 増加 が生産 を何%増 加

(減少)さ せ るかを示 している。民間資本 の生産力 については41都 道府県 の うち40都 道府県

で生産力がプラスであるが,北 海道のみマイナスである。社会資本の生産力 について は20

都道府県で プラス約半数の21都 道府県でマイナスとな っている。 ともにプラスとな った19

都道府県 についてみると,茨 城,神 奈川,広 島は社会資本の生産力 のほうが高いが,そ れ

以外の16都 道府県では民間資本の生産力 のほうが高い。 これまでの多 くの研究で,大 都市

を含む都道府県 の社会資本の生産力 は高いことが指摘 されているが,本 稿 ではそれは確認

できない。 またコブ ・ダグラス型の生産 関数を推計する場合,社 会資本の生産力効果が マ

イナスにな る理 由として,金 本 ・大河原(1997)は 生産高の低 い地域 に対 して公共投資が

多 く行われているとい う特徴 を反映 しているとも考え られ るとしてお り,必 ず しも社会資

本の自体の生産力効果 を表 して いない可能性があると指摘 している。

次 に各資本の生産性 を比較す るために,全 国の推計結果か ら得 られた γと δを用いて,

限界生産力 を示す。限界生産力 は追加的に1単 位資本が増加 した ときの生産 の増加分 を表

し,(2)式,(3)式 で得 られ る。

MPK=γ(Y/K)(2)

MPG=δ(Y/G)(3)

ここでMPKは 民間資本の限界生産力,MPGは 社会資本の限界生産力を表す。図表8

のように,民 間資本 も社会資本 もと もに限界生産力 は減少傾 向であ る。 また期 間を通 じ

て,社 会資本の限界生産力が民間資本の限界生産力 よ り高 くな ってい る。生産弾力性 が高

くて も生産要素が生産量 に対 して相対的に大 きい場合は限界生産力は低 くな る。

⑥ ここでの推計で も2章 と同様 に,

各県は計測か ら除いている。

データの不足がある福 島,埼 玉,富 山,兵 庫,岡 山,沖 縄の
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都道府県 γ δ 都道府県 γ δ 都道府県 γ δ

全国 0,343 0,227 石川 0,893 一 〇
.535 島根 0,455 0,013

北海道 一 〇.006 0,524 福井 0,898 一 〇
.372 広島 0,143 0,359

青森 0,490 一 〇
.136 山梨 0,982 一 〇

.625 山口 0,416 0,159

岩手 1,126 一 〇
.716 長野 0,936 一 〇.408 徳島 0,968 一 〇

.516

宮城 0,951 一 〇.662 岐阜 0,697 一 〇.290 香川 0,442 0,083

秋田 1,204 一 〇.678 静岡 1,068 一 〇.982 愛媛 0,607 一 〇.079

山形 1,101 一 〇
,735 愛知 0,673 一 〇

.241 高知 0,298 0,153

茨城 0,099 0,473 三重 1,097 0,684 福岡 0,370 0,029

栃木 0,338 0,280 滋賀 0,976 一 〇.495 佐賀 0,673 一 〇.254

群馬 0,495 0,008 京都 0,399 0,033 長崎 0,297 0,170

千葉 0,338 0,160 大阪 0,795 一 〇.454 熊本 0,340 0,187

東京 0,522 一 〇
.302 奈良 0,312 0,189 大分 0,453 0,088

神奈川 0,060 0,397 和歌山 0,707 一 〇
.353 宮崎 0,931 一 〇

.435

新潟 0,428 0,086 鳥取 0,641 一 〇
.282 鹿児島 0,440 0,005

注:自 由 度 修 正 済 み 決 定 係 数 は,千 葉(0.89),東 京(0.91),神 奈 川(0.92),滋 賀(0.92)以 外 は0.94

以 上,大 部 分 が0.98前 後 と十 分 高 い 。

図 表7
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図表8

4.お わ り に

本稿 では,2章 において,所 得,民 間資本 ス トック,社 会資本 ス トックの都道府県別 の

1人 当た り水準 を求め,そ の標準偏差 を平均で割 ったものを格差の指標 と して用い,地 域

間格差 の推移 について分析 を行 った。 その結果,1人 当た り所得 は,都 市 とその周辺部 で

高 く,大 都市か ら離れた地方 ほど低い とい う先行研究 と同様の結果を確認 した。 また所得

格差 は,2000年 以降やや拡大傾向にはあるが,バ ブル期ほどではな く,い わゆる 「格差社

会」 が急速 に進んでいることは確認できなか った。民間資本 と社会資本 については,相 対
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的に1人 当た り民 間資本額が低 い都道府県の1人 当た り社会資本額が高 い水準 を とる傾 向

があることがわか った。 また民 間資本 の格差 は縮小 し,社 会資本 の格差 は拡大 している。

3章 で は,コ ブ ・ダグラス型生産関数を推計 し,民 間資本 と社会資本 の生産力 を計測 し

た。その結果,各 資本で生産力 がともにプラス とな った19都 道府県 についてみる と,そ の

うちの16都 道府県で民間資本の生産力のほうが高か った。 これ までの多 くの研究 で,大 都

市 を含 む都道府県の社会資本の生産力は高い ことが指摘 されているが,本 稿では異 なる結

果 とな った。 また限界生産力 については,民 間資本 も社会資本 もともに減少傾向で,期 間

を通 じて,社 会資本 の限界生産力 が民間資本の限界生産力 よ り高 くな った。

公共投資の配分につ いて,効 率性の観点か らは社会資本の限界生産力が高 い地域へ よ り

多 くの公共投資 を行 うのが望 ま しい。従来 この ことか ら,大 都市圏にさ らなる公共投資を

行 うほうが効率的であるとの議論 がされてきたが,本 稿 の結果か らは,必 ず しも大都市圏

の限界生産力 が高 い とは言 えず,大 都市 圏以外へ の公共投資が行われ る可能性 が示 され

た。

本稿 においては,デ ータの構築方法 にい くつかの問題点がある。特 に民間資本の稼働率

についての都道府県間の調整 が不十分で あり,今 後の課題 と したい。

補 論

データについて

・県内総生産:『 県民経済計算』1990年 暦年価格基準

・労働力:『 県民経済計算」県 内就業者数 に 『毎月勤労統計調査』月平均労働時間(従 業

員30人 以上 の事業所)(7)を乗 じ,さ らに12を 乗 じた値

・民間資本ス トック:土 居丈朗(1998)よ り,1998年 以降は1994年 か ら1997年 の増加率

の平均を用 いて独 自に延長,1990年 暦年価格基準

・社会資本ス トック:土 居丈朗(1998)よ り,1998年 以降は1994年 か ら1997年 の増加率

の平均を用 いて独 自に延長,1990年 暦年価格基準

(7)古 い統計では従業員数5人 以上のデータはないため,30人 以上を採用

一119(429)一



第4巻 第3号

参 考 文 献

〔1〕 浅 子 和 美 ・常 木 淳 ・福 田慎 一・・照 山博 司 ・塚 本 隆 ・杉 浦 正 典(1994)「 社 会 資本 の

生 産力 効 果 と公 共投 資 政策 の経 済厚 生評 価」 『経 済 分析 」,第135号

〔2〕 石 川 達 哉(2000)「 都 道 府 県 別 に見 た生 産 と民 間資本 お よ び社 会 資 本 の長 期 的 推 移
一 純 資本 ス トック系 列 に よる βConvergenceの 検証 一 」「所報 」ニ ッセ イ基 礎 研究 所

,

vo1.15,秋 号

〔3〕 遠 藤業 鏡(2002)「 社 会 資 本 の政 策評 価一 都 道府 県 デ ー タ によ る生 産 力効 果 の計 測 」

『地 域 政 策研 究 』 日本政 策 投 資銀 行,Vol.4

〔4〕 金 本 良 嗣 ・大 河原 透(1997)「 東 京 は過 大 か一 集 積 の経 済 と都市 規 模 の経 済 分 析 」

『電力 経 済研 究」,No.37

〔5〕 経 済企 画庁 総 合計 画 局編(1998)『 日本 の社 会資 本一21世 紀 へ の ス トック』

〔6〕 後 藤達 也(2004)「 社 会 資本 の生産 力 に関す る分 野 別評 価」 「会 計検 査 研 究』 会 計検

査 院,第30号

〔7〕 土 居丈 朗(1998)「 日本 の 社会 資 本 に 関す るパ ネル 分析 」 『国民 経 済』 国民経 済 研 究

協 会,No.161

〔8〕 内閣府 政策 統 括官 編(2002)「 日本 の社会 資 本,世 代 を超 え るス トック』財務 省 印刷局

〔9〕 吉 野直 行 ・中 島隆信(1999)『 公 共投 資 の経 済効 果 』 日本評 論 社

〔10〕Aschauer,D.A.(1989)"lsPublicExpenditureProductive?"Journalof

MonetaryEconornics,23


